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はじめに

現在福祉を取り巻く状況は大変目覚ましいものがあります。

高齢者の介護保険をはじめ、障害者の支援費制度など、支援を受ける側が自ら制

度を選択していくという時代が訪れています。

地域ではＮＰＯをはじめ様々な援助団体、当事者組織が芽生えており、新たな地

域福祉文化ともいえる地域福祉計画の策定も進んでいます。また福祉サービスにつ

いて第三者の目を通すことによりサービスの向上を目指す第三者評価の制度につい

ても作業が進んでいます。

これらに共通するのは、当事者及び地域、事業者、そして全ての市民が、各自が

できることを、それぞれが主体的に取り組んでいる姿です。

ひとり親世帯の皆様の中でも自立を果たされている方、また様々な事情から、今

は難しいが状況さえ許せば自立したいと考えている方が多いと思います。

今回策定しました横浜市母子家庭等自立支援計画は、自立に向けて資格や技術を

身に付けていただくための新規事業等を盛り込むと同時に、ひとり親世帯の皆様と

共に、行政をはじめ多くの支援者、支援団体が連携していこうというものです。

計画策定にご意見をお寄せいただきました皆様にお礼申し上げますとともに、今

後の事業推進にあたりましてもどうぞ幅広いご支援とご協力をお願い申し上げま

す。

平成１６年３月

横浜市福祉局長 田中克子
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横浜市母子家庭等自立支援計画

Ⅰ 計画策定の趣旨

１ 計画の位置づけ

平成１４年１１月、母子家庭等に対するきめ細かな福祉サービスの展開と自立支援

を目的として母子及び寡婦福祉法が改正され、その第１２条に都道府県等の自立促進

計画策定についての規定が設けられました。

そこで、横浜市では、平成１５年６月母子家庭等の皆様のご協力を得て実態調査を

実施するとともに、母子寡婦福祉会や地域のＮＰＯ法人等関係団体等を構成員とする

連絡会を開催し、母子家庭等の自立支援計画を策定しました。

なお本計画は、横浜市の市政運営の今後５年間に取り組むべき施策面での柱となる

「中期政策プラン」との整合性を図りながら策定しています。

２ 計画の期間
本計画の運営期間は、母子及び寡婦福祉法第１１条に基づき厚生労働大臣が定めた

「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針」に沿っ

て、平成１５年度から平成１９年度までの５年間とします。

なお、今回母子及び寡婦福祉法と同時に改正され、同様に平成１５年４月から施行

された児童扶養手当法では、５年後の平成２０年４月から、手当支給後５年経過した

受給者は手当額を減額することとなりました（但し児童が３歳未満の時は３歳到達後

５年 。）

３ 基本方針
本計画は、母子世帯等の自立を支援することにより、その世帯の生活の安定と向上

を図り、もって児童の健全な成長を確保します。

児童の養育に当たる親は、子育てと生計維持という役割を一人で担うため、様々な

困難に直面しており、自立には就労支援とともに子育て及び生活等の総合的支援が必

。要です

。またその際、関係機関や関係団体のきめ細かな配慮と連携が求められます
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■ ひとり親世帯の定義等

本計画においてひとり親世帯とは、父又は母と２０歳未満の児童がいる世帯で、

同居の親族がいる場合を含みます。

（児童扶養手当は１８歳の３月末までの児童を対象にしていますが、本計画においては「母子及び

寡婦福祉法」に従い２０歳未満の児童を扶養するひとり親世帯を対象とします ）。

■ 引用している調査

「 」 （ 、「 」）① 横浜市ひとり親世帯等実態調査Ｈ１５年度) <横浜市実施> 以下 本市調査

対象：父又は母と２０歳未満の児童がいる世帯で、同居の親族がいる場合を含む

②「全国母子世帯等調査(Ｈ１０年度)」<厚生労働省実施>（以下 「全国調査 ）、 」

対象：父又は母と２０歳未満の児童がいる世帯で、同居の親族がいる場合を含む

③「国勢調査 (Ｈ１２年)」<総務省実施>

対象：父又は母と２０歳未満の児童のみの世帯

④「国民生活基礎調査 (Ｈ１３年)」 <厚生労働省実施>

対象：父又は母と２０歳未満の児童がいる世帯で、同居の親族がいる場合を含む

■ 特に注記のない統計数字及びグラフは本市調査によります。

■ 母子世帯又は父子世帯かの注記がない場合は、母子世帯について述べています。
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Ⅱ ひとり親世帯の現状と課題
本計画策定に当たり、本市におけるひとり親世帯等の課題を明らかにするため「横浜

市ひとり親世帯等実態調査 （平成１５年６月）を実施ししました。以下この調査結果」

を基に国等の統計等も交え、本市におけるひとり親世帯の現状を見ていきます。

１ ひとり親世帯数

ひとり親世帯数の推移は、ひとり親世帯となった理由の７０％近くを離婚が占める

現在、本市においても離婚件数の増とともに増加しています。

１） 離婚件数の推移

本市の離婚件数は、平成８年～平成１３年までの５年間で２７％の増となって

います。

同期間の全国の離婚件数は４０％増です。

また、本市の平成１３年の離婚率は２．２６ (人口千人当たり)で、全国の同年

の離婚率は２．３０です。

２） ひとり親世帯数の推移

本市母子世帯数は、平成７年～平成１２年までの５年間で２６％の増となって

います。

本市父子世帯数の同期間の伸び率は６．５％です。

全国母子世帯数の同期間の伸び率は１８％です。

また、全国父子世帯数の同期間の伸び率は５．７％です。

３） 本市ひとり親世帯数

本市調査結果を児童扶養手当の受給率等から推定しますと、本市の母子世帯数

は約３０，０００世帯、また本市調査から父子世帯数は約７，０００世帯と推定

されます。

この推定世帯数は、母子世帯は全世帯の約２％、父子世帯は全世帯の約０．５

（ 「 」 ． 、 ． 。）％です。 この割合は 全国調査 の母子世帯２ １％ 父子世帯０ ４％とほぼ同率です

横浜市離婚件数の推移　（件）

7826

6170

平成１３年

平成８年

本市行政統計

横浜市のひとり親世帯数の推移　（世帯）

2270

2131

13210

10477

平成１２年

平成７年

国勢調査統計

母子

父子
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２ 母子世帯の現状

１） 属性

母子世帯となった理由は、昭和５０年頃を境として離婚等生別が死別を上回り、以後

生別の割合が毎年増加してきています。本市調査でも離婚の占める割合は高いものとな

っています。

① 母子世帯となった理由

本市調査では離婚が約７５％、死別が約

１５％でした。

全国調査では離婚が約７０％、死別が約

２０％です。

（なお、児童扶養手当(公的年金受給者は対象外)の

本市平成１５年７月受給者１６，８６２人について

見ますと、離婚が９０％、未婚が５％、死別が２％

です ）。

図．母子家庭になった理由

② 世帯における末子の年齢

本市調査及び全国調査とも、未就学児及

び小学生のいる世帯が５０％を占めていま

す。

図．子供（末子）の年齢階層

③ 母子世帯となった時の母の年齢

本市調査及び全国調査とも、３０～３９歳が半数近くとなっています。

④ 親族との同居状況

様々な援助が期待できる親族との同居は

２０％でした。

図．家族親族との同居

別居
4.8%

その他
1.0%

無回答
1.0%

離婚
75.8%

死別
14.4%

未婚
3.0%

n=625

上記以外
10.9%

無回答
0.3%

未就学
21.9%

小学生
31.4%

中学・高校生
35.5%

n=625

無回答
0.3%

同居無し
80.0%

同居有り
19.7%

n=625
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２） 生活・子育ての状況

母子世帯の生活面では、生活費の不足や民間住宅入居時に保証人が見つからないとい

った状況があります。また、仕事との両立に不可欠な子育支援では保育園等が利用され

ています。

① 世帯の収入

本市調査では、約半数の世帯（５４％）

が３００万円未満という状況です。

（国民生活基礎調査の「Ｈ１３年中の所得」では

母子世帯の平均所得は２４３．５万円で、これに対

し児童のいる全世帯の平均所得は７２７．２万円で

す ）。

図．世帯総収入

② 住居の状況

本市調査では、民間借家・間借と、公営

住宅・社宅で５６％でした。

（ 「 」本市調査の ひとり親世帯になった時困った事

という質問で、２３％の人が「公営住宅に入居でき

ない 、１２％の人は「現在も困っている」となっ」

ています ）。

図．住居の状況

本市調査の「ひとり親世帯になった時困

った事」という質問に、１１％の人が「保

証人がいないため住宅が借りられない」を

あげています。

また１４％の人が「ひとり親世帯のため

」 。賃貸住宅に入居できない をあげています

図．ひとり親になったときに困ったことと

現在も困っていること

③ 未就学児の保育

本市調査によると、未就学児のいる母子世帯の７５％が保育園等を利用しています。

200万円～
300万円未満
25.9%

300万円～
400万円未満
13.1%

400万円～
500万円未満
7.0%

500万円以上
12.8%

無回答
14.1%

50万円未満
2.6%

50万円～
100万円未満
4.0%

100万円～
200万円未満
20.5%

n=625

借家
30.4%

間借
5.1%

同居
12.5%

その他
7.2%

無回答
1.4%

社宅など
1.0%

持家
23.2%

市営・県営住宅
15.2%

公社公団の賃貸
4.0%

n=625

11.2%

22.7%

14.1%

5.9%

22.9%

11.5%

8.6%

6.6%

5.6%

3.0%

12.0%

4.6%

3.4%

4.3%

4.2%

9.3%

66.4%

18.4%

50.4%

3.7%

4.2%

10.7%

0% 20% 40%

保証人がいないため住宅が借りられない

抽選に当たらずに公営住宅に入居できない

ひとり親世帯のため賃貸住宅に入居できない

その他(住居について)

就職先がきまらない

就業に関する相談先、情報入手先がわからない

その他（仕事について）

生活費が不足している

その他（家計について）

炊事洗濯等の日常の家事ができない

その他（家事について）

ひとり親になったとき困ったこと

現在も困っていること n=625
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④ 小学生の放課後対策

本市調査の自由意見に、

「子どもが小学生になった時、預ける所があるのかとても不安です 「土曜の保育当番」

や運営役員などの負担も大きく改善してほしい」等が寄せられています。

⑤ 子育ての悩み

福祉制度の利用状況を尋ねた中で、１９％の人が児童相談所を利用したことがあり、

２６％の人は今後利用したいと答えています。

３） 就業の状況

就業率は８４％で、就業意欲が就業と結びついていない人がいます。また就業形態で

はパート・アルバイトが多く、児童の年齢が低いほどその率は高い状況です。

① 就業意欲

就業率は本市調査では８４％、全国調査

では８５％とほぼ同率となっています。

本市調査によると、現在仕事に就いてい

ない人の４９％はすぐ働きたいと考えてい

ます。

図．働きたいと思っているか

このすぐ働きたいと考えている人に、現

在仕事に就いていない理由を尋ねたとこ

、「 」ろ 時間について条件のあう仕事がない

及び「年齢制限のため仕事がない」がそれ

ぞれ５０％近くで 「仕事に必要な知識や、

資格がない」という人が３４％いました。

図．今すぐに働きたいと思っているが、働いていない理由

また、今は働けないがそのうち働きたい

と答えた４８％の人に、どの様な状況にな

れば働けるようになるかを尋ねたところ、

「自分の問題（健康など）が解決したら」

、「 」が５１％おり 資格や技能を身につけたら

という人も１６％いました。

図．今は働けないが、どのような状況になれ

ば働けるようになるか

働きたいとは
思わない
3.9%

今すぐに働きたい
48.5%

今は働けないが
そのうち働きたい

47.6%

n=103

8.0%

30.0%

48.0%

46.0%

34.0%

22.0%

24.0%

0% 20% 40% 60%

仕事の探し方がわからない

収入について条件のあう仕事がない

時間について条件のあう仕事がない

年齢制限のため仕事がない

仕事に必要な専門知識や資格がない

子どもの保育の手だてがない

その他
n=50

18.4%

16.3%

16.3%

51.0%

4.1%

16.3%

12.2%

0% 20% 40% 60%

子どもの保育の手だてができたら

子どもが小学校に入学したら

子どもの問題（健康など）が解決したら

自分の問題（健康など）が解決したら

学校や就業訓練などが終了したら

仕事に必要な資格や技能を身につけたら

その他
n=49
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② 就業形態

就業者の就業形態は、本市調査では正社

、 。員が３４％ パート・臨時が６０％でした

全国調査では正社員が５１％、パート・

臨時が３８％となっています。

図．現在の仕事の就業形態

また、正社員の率を末子の年齢階層別に

見ると、未就学児で２２％、小学生で３３

％、中学生で４２％と、児童の年齢ととも

に正社員の率が高くなっています。

図．現在の仕事の就業形態（子供（末子）の年齢階層別）

③ 就労時間

就業者の就労時間について見てみますと、

１週間当たり４０時間未満が５５％となって

います。

図．一週間あたりの平均就業時間

④ 年収

本市調査によると、現在働いている人

の年収は２００万円未満が４５％で、就

労形態との関係を見ると、パート・アル

バイトでは２００万円未満が８０％を占

めています。

図．現在の年収額（就業形態別）

21.6%

33.3%

41.6%

30.5%

60.8%

46.3%

44.2%

32.2%

8.8%

8.6%

8.6%

20.3% 5.1%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未就学(n=102)

小学生(n=162)

中学・高校生(n=197)

上記以外(n=59)

正社員・正規職員 パート・アルバイト 嘱託・準社員・臨時職員

人材派遣会社の派遣社員 自営業主（商店主・農業など） 自家営業の手伝い

家庭で内職 その他 無回答

パート・アルバイト正社員・正規職

10時間
未満
12.5%

10時間～
20時間未満
6.1%

20時間～
30時間未満
12.7%

30時間～
40時間未満
22.1%

40時間～
50時間未満
28.0%

無回答
6.3%

60時間
以上
6.0%50時間～

60時間未満
6.3%

n=521

14.3%

23.1%

28.8%

6.2%

20.0%

28.6%

38.5%

49.8%

29.4%

53.8%

60.0%

14.3%

15.4%

9.1%

13.5%

14.3%

7.7%

9.6%

7.7%

7.3%

10.0%

28.6%

7.7%

9.9%

17.3%

16.9% 8.5% 28.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員・正規職員
(n=177)

嘱託・準社員・臨時職員
(n=52)

人材派遣会社の派遣社員
(n=20)

自家営業の手伝い
(n=7)

自営業主（商店主・農業等）
(n=13)

パート・アルバイト
(n=243)

100万円未満 100万円～
200万円未満

200万円～
300万円未満

300万円～
400万円未満

400万円～
500万円未満

500万円以上 無回答

200～300万円未満 500万円以

100～200万円未満100万円未満

自家営業の
手伝い
1.6%

家庭で内職
0.3% その他

0.4%
無回答
1.0%

自営業主
（商店主・農業など）

2.8%
人材派遣会社
の派遣社員
3.5%

嘱託・準社員・
臨時職員
10.0%

パート・アルバイト
46.6%

正社員・正規職員
34.0%

n=521
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⑤ 就労の際重視する点

３６％の人が仕事を変えたいと考えてい

、 、ますが その際考慮する点を尋ねたところ

「十分な収入が得られること」７７％のほ

か 通勤時間が短い 土日に休める 休、「 」、「 」、「

暇が取りやすい」が高率でした。

図．新しい仕事・職場を

選ぶ際重視する点

⑥ 就職や仕事の支援についての希望

、就職や仕事に必要な支援を尋ねたところ

「訓練受講に対する経済的支援 「訓練が」、

受講しやすい（曜日・時間帯 「就職のた）」、

」、「 」めの支援策 訓練等の機会が増えること

等が高率でした。

また、児童の階層別に見てみると、未就

学児を持つ親では 「延長保育・休日保育、

の充実 「保育所の整備」を望んでいます。」

「 」はまっ子ふれあいスクールや学童保育

については、未就学児を持つ親と小学生を

図．就職や仕事のために必要な支援持つ親が充実を希望しています。

⑦ 就労に役立つ資格等

資格で実際に役立っているものを尋ねた

ところ 「運転免許 「ホームヘルパー 、、 」、 」

「簿記 「パソコン 「看護師」等があげ」、 」、

られました。

これらにつき、資格所持者数に対する役

に立っている人の割合は 「看護師」８５、

、「 」 、「 」％ パソコン ４５％ ホームヘルパー

３１％等が高率となっています。

なお、これから身につけたい資格を自由

に記入してもらったところ 「パソコン・、

情報処理関係」が一番多く 「介護関係 、、 」

「医療関係」と続きました。

図．持っている資格

について

41.8%

61.9%

48.3%

20.8%

36.3%

44.8%

18.4%

21.1%

26.6%

32.8%

2.7%

0% 20% 40% 60%

技能訓練、職業訓練などの機会が増えること

訓練受講などに経済的支援が受けられること

訓練などが受講しやすくなること（実施日、時間帯な
ど）

仕事を探したり、受講、通学時などに一時的に子どもを
預かってもらうこと

相談が一ヶ所で受けられること

就職のための支援策などの情報が得られること

自分で事業を興す場合に相談や援助を得られること

保育所が整備されること

延長保育、休日保育が充実すること

はまっ子ふれあいスクールや学童保育が充実すること

その他
n=625

1.1%

19.6%

21.2%

7.9%

2.6%

6.3%

18.5%

31.7%

49.7%

47.6%

47.6%

76.7%

37.6%

30.2%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

技術・技能を身につけられる

残業が少ない

労働時間が短い

在宅でできる

簡単な仕事である

経験や能力が発揮できる

就業時間に融通がきく

厚生年金や雇用保険に入れる

通勤時間が短い

土日に休める

十分な収入が得られる

休暇が取りやすい

身分が安定している

24

10

24

13

43

23

3

0

7

0

0

1

36

2

11

1

21

17

33

26

23

2

10

7

7

2

13

24

7

80

75

388

34

32

107

5

51

4

18

4

8

25

4

27

29

0 50 100 150

看護師

栄養士

調理師

理・美容師

保育士

ケアマネジャー

ホームヘルパー

介護福祉士

簿記

教員

パソコン

外国語

医療事務

運転免許

その他

現在持っている資格

ひとり親になってから取得した資格

実際の仕事で役立っている資格

（人）

n=625
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４） 養育費・その他

養育費を取り決めている世帯は３６％でした。今後利用したい福祉制度では母子寡婦

福祉会の各種事業（法律相談等）が高率でした。

① 養育費

本市調査で、養育費について取り決め

をしている世帯は３６％で、全国調査の

３５％とほぼ同率となっています。

取り決めをしていない人に、無料法律

相談の利用希望を尋ねたところ、利用し

たいと答えた人が３１％いました。

図．子供の養育費について取り決めをしているか

② 進学の悩み

自由意見欄に寄せられた意見１２８件の内、生活費の不足に次いで、児童の学費の心

配が２番目に多く４４件でした。特に児童が望む学校に行かせることができるか、将来

を心配しているものが多く見られました。

③ 健康

健康状態について尋ねたところ 「よく、

」 、「 」 、ない ５％ あまりよくない ２０％で

これを合わせた２５％の人が健康状態がす

ぐれないと答えています。

（国民生活基礎調査の「健康意識の割合」６歳以

上女性では 「よくない」１．５％ 「あまりよくな、 、

い」１１．２％で、合わせて１２．７％となってい

ます ）。

図．現在の健康状態

④ 母子世帯になって困ったこと

母子世帯になって困ったことを尋ねたところ、生活費の不足が特に多いほか、公営住

宅に入居できないこと、就職が決まらないこと等があげられました （参照５頁：グラ

フ)。

、 、 。また 相談相手について尋ねたところ １９％が相談相手が欲しいと回答しています

あまりよくない
20.3%

よくない
4.5% よい

18.2%

まあよい
17.6%

普通
39.5%

n=625

無回答
10.9%

取り決めをしていない
46.1%

取り決めをしている
35.7%

その他
7.4%

n=625
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⑤ 現在の暮らしについて

現在の暮らしについて尋ねたところ、

「苦しい」３１．４％ 「やや苦しい」、

３６．６％、合わせて６８％の人が苦し

いと感じています。

（国民生活基礎調査の「生活意識状況」全世

帯では 「苦しい」２０．２％ 「やや苦しい」、 、

３１．２％で、合わせて５１．４％でした。な

お、同調査の母子世帯では、同じく合わせて

８１．５％となっています ）。

図．現在の暮らしについて

⑥ 福祉制度等の利用状況

今後利用したい福祉制度等を尋ねたと

ころ 「母子寡婦福祉会の事業（無料法、

律相談、日曜電話相談など 「公共職）」、

業訓練所 「母子休養ホーム 「生活支」、 」、

援員の派遣 「女性フォーラム」等が」、

３０％を超えました。

図．各種制度・サービスの利用状況

注）無回答を除外しています。

70.6%

18.5%

15.0%

11.1%

49.0%

9.6%

18.0%

26.2%

23.0%

44.1%

26.3%

35.7%

21.4%

51.5%

11.4%

55.3%

62.0%

44.8%

24.7%

54.7%

61.3%

80.1%

59.1%

82.0%

77.9%

77.6%

42.8%

21.8%

17.3%

39.4%

19.4%

37.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区役所福祉関連窓口(n=534)

児童相談所(n=443)

民生・児童委員(n=434)

公共職業訓練所(n=440)

公共職業安定所（ハローワーク）(n=494)

女性フォーラム・フォーラム-よこはま・婦
人会館(n=428)

家庭生活支援員の派遣(n=424)

ホームフレンドの派遣(n=412)

母子休養ホーム（湖月荘）(n=421)

母子生活支援施設（旧母子寮）(n=417)

夜間養護事業(n=417)

短期入所生活援助事業(n=415)

母子寡婦福祉会各種事業(n=435)

利用している
または
利用したことがある

利用したことがなく
今後利用したい

利用したことがなく
今後も利用する
つもりはない

無回答
1.4%

苦しい
31.4%

やや苦しい
36.6%

普通
25.9%

ややゆとりがある
3.8%

ゆとりがある
0.8%

n=625
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３ 父子世帯の現状

母子世帯では、就労支援を中心とした経済的問題が全面に出てきますが、父子世帯で

はどちらかというと、家事支援や相談についての生活面での問題が見られます。

１） 親族との同居状況

様々な援助が期待できる親族との同居は

父子世帯では３４％で、全体の１／３でし

た。

（参照４頁：母子世帯）

図．家族親族との同居

２） 住居の状況

父子世帯では、持ち家が４６％という状

況でした。

（参照５頁：母子世帯）

図．住居の状況

３） 就労時間

１週の就労時間は、４０時間未満が２２

％、６０時間以上は２４％でした。

（参照７頁：母子世帯）

図．一週間あたりの平均就業時間

100

借家
10.7%

間借
1.8%

同居
17.9%

その他
3.6%

無回答
8.9%

持家
46.4%

市営・
県営住宅
5.4%

公社公団
の賃貸
5.4%

n=56

50時間～
60時間未満
11.8%

60時間
以上
23.5%

無回答
13.7%

40時間～
50時間未満
29.4%

30時間～
40時間未満
7.8%

20時間～
30時間未満
2.0%

10時間～
20時間未満
5.9%

10時間
未満
5.9%

n=51

無回答
5.4%

同居無し
60.7%

同居有り
33.9%

n=56
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４） 年収

年収は、２００万円未満が１０％、

。５００万円以上が４５％という状況でした

（参照７頁：母子世帯）

図．現在の年収額

５） 父子世帯になって困ったこと

父子世帯になって困ったことを尋ねたと

ころ 「日常の家事ができない」が「生活、

費が不足している」と並んで高率を占めま

した。

また福祉制度の利用希望を尋ねた別の問

では、２０％近い世帯が「生活支援員の派

遣」を希望し 「児童相談所」と「ホーム、

フレンドの派遣」という子育て関係の利用

希望も２０％ありました。

図．ひとり親になったときに困ったこ

とと現在も困っていること

また、相談相手について尋ねたところ、

「 」 、必要ない と答えた人が１８％いる反面

２７％の人が相談相手を希望しています。

図．相談相手の有無

100万円未満
5.9%

100万円～
200万円未満
3.9% 200万円～

300万円未満
3.9%

300万円～
400万円未満
15.7%

400万円～
500万円未満
19.6%

無回答
5.9%

500万円以上
45.1%

n=51

1.8%

12.5%

1.8%

5.4%

16.1%

7.1%

1.8%

0.0%

0.0%

1.8%

3.6%

0.0%

0.0%

1.8%

0.0%

30.4%

30.4%
41.1%

39.3%

8.9%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60%

保証人がいないため住宅が借りられない

抽選に当たらずに公営住宅に入居できない

ひとり親世帯のため賃貸住宅に入居できない

その他(住居について)

就職先がきまらない

就業に関する相談先、情報入手先がわからない

その他（仕事について）

生活費が不足している

その他（家計について）

炊事洗濯等の日常の家事ができない

その他（家事について）

ひとり親になったとき困ったこと

現在も困っていること n=56

無回答
12.5%

必要ない
17.9%

相談相手がほしい
26.8%

相談できる相手がいる
42.9%

n=56
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４ ひとり親世帯の課題

本市実態調査の結果を中心に母子世帯と父子世帯の現状を見てきましたが、本市におけ

るひとり親世帯の課題は次のように考えられます。

１） 母子世帯の課題

①母子世帯数の増について

本市母子世帯のうち、母子世帯となった理由の７５％を離婚が占めており、離婚件数

の増とともに母子世帯の世帯数も増加してきています。これに伴い児童扶養手当の支出

も増加することとなります。

②就業支援について

母子世帯の収入を見ますと、８４％の世帯が就業していますが、就業形態はパート・

臨時が多く、平均収入は全世帯の１／３程度となっています。この要因としては母子世

帯の５０％は小学生以下の児童を抱えており超過勤務や土曜・日曜の出勤が難しいこと

があげられます。

なお、未就業者の就業促進や既就業者のパート等から常勤への転職には、条件に合う

仕事の斡旋及び仕事に必要な知識や資格の取得が求められています。なお現状では、こ

こ数年の経済情勢や雇用形態の変化等から、常勤職への就職は困難な状況があり支援に

も工夫が必要と考えられます。

③養育費の確保について

児童の養育にかかる費用は当然前夫から受け取れるはずですが、半数以上の世帯で前

夫と養育費について取り決めがありません。

取り決め率が低い要因としては、養育費の負担が児童の親としての義務であることの

認識の欠如と、実際の履行の可能性や手続きの煩雑さからの躊躇が考えられ、啓発の実

施と手続きへの支援が求められます。

④子育て・生活支援について

生活面では、民間住宅入居時に保証人が確保できないといった状況があり支援が求め

られます。

子育てでは、未就学児を抱える世帯の７５％が保育園等を利用しており、就業を促進

するためには保育園の利用は不可欠です。また現在検討中の小学生の放課後児童育成施

策が母子世帯にとっても利用しやすい制度となることが望まれます。

⑤情報提供・生活支援について

情報提供や相談窓口では、総合的相談窓口の充実や支援制度の周知が求められていま

す。
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２） 父子世帯の課題

母子世帯では就労支援を中心とした経済的課題が中心となりましたが、父子世帯ではど

ちらかというと、家事支援や相談についての問題状況が見られます。

父子世帯では育児等の協力を期待できる親族との同居は３４％で、児童と父親の単独世

帯も６割を占めており、仕事と子育てを一人で行わねばならない状況は母子世帯と同様と

いえます。

住居の状況は４６％が持家で、年収は５００万円以上の世帯が４５％いる反面３００万

円未満の世帯も１４％おり、年齢が低い児童を抱え、親族とも同居でない場合は母子世帯

と同じ様な状況が考えられ今後の課題です。

困っていることとしては「家事」が４０％と多く、また半数近くの世帯が相談相手がい

ない状況です。父子世帯ではこれらを中心とした支援が求められます。

３）支援の実施に際しての課題

ひとり親世帯のこれらの課題の解決には様々な支援が求められますが、厳しい財政状

況の中行政だけではきめ細かな支援は困難な状況にあります。これまでも関係団体等の

協力を得て支援を行ってきましたが、今後は関係団体のほか、地域のＮＰＯ法人等支援

に携わる市民全てを含め、より一層の官と民との連携・協働が求められます。
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Ⅲ 支援の基本的姿勢及び基本目標

１ 支援の基本的姿勢

平成１５年７月に施行された次世代育成支援対策推進法では、子育てしているすべての

家庭のために、地域の様々な子育て支援サービスの充実とネットワークづくり等の推進な

ど、あらゆる子育てを支援することを規定しており、その中に母子家庭等の自立支援や児

童の虐待防止対策なども盛り込まれています。乳幼児期等に親子関係を築くことは、不適

切な養育や児童への虐待を未然に防止することになり、その後の問題行動を防止すること

にもなると考えられています。

そこで、母子家庭の就労支援にあたっては、それぞれの子どもの年齢や状況など、母自

身が抱えている課題を考慮する必要があります。また、母がそれらの状況や悩みを気軽に

相談できるような仕組みを作り、地域レベルの支えあいや行政の支援制度の充実により、

個別のニーズに応じた支援をしていけるよう目指していきます。

１）市の責務

横浜市はこれまでもひとり親世帯を支援してきましたが、今後も引き続き責任を持って

推進していきます。

現在、地域では様々な福祉活動を自主的に実行する芽が育って来ています。また当事者

においても自立に向け互いに助け合い工夫する気運が高まっています。

他方本市の財政状況は大変厳しい状況にあり、限られた財源の中で最大の効果を導き出

す必要に迫まられています。そこでひとり親世帯へのきめ細かな支援を実行するに当たっ

てはこれら関係団体等と、連携・協働して支援を推進します。

２）当事者の責務

母子家庭の母等は、行政や関係団体等幅広い支援の中で自ら進んでその自立を図り、互

いに助け合いながら創意工夫をもって生活の安定と向上に努めます。

３）市民及び関係団体等の連携

市民及び関係団体等は、市の啓発等によりひとり親世帯の課題を理解するとともに、ひ

とり親世帯の自立に向け連携・協力し世帯の支援に努めます。
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２ 支援の基本目標

１） 子育てや生活の支援

ひとり親世帯が、安心して子育てと就業の両立ができるよう、多様な保育サービスや放

課後児童施策を活用するほか、保育所の優先入所や中学生等への訪問援助を推進するとと

もに、緊急時等の生活支援員派遣体制を整備します。

また、住まいについては、公営住宅の優先入居とともに、民間住宅への円滑な入居を促

進します。

２） 就業の支援

ひとり親世帯が十分な収入を得て、自立した生活を送ることができるよう、職業能力向

上のため職業訓練校を活用するほか、資格の取得等を支援します。

また、就職が円滑に進むよう、ハローワークとの連携強化、関係団体の協力等を促進し

就職情報の提供、雇用の促進についても検討を進め就業面での支援体制を整備します。

３） 自立へ向けての経済的支援

ひとり親世帯となった当初等世帯収入が少ない間、児童扶養手当の受給やひとり親医療

費助成により基本的生活を確保するとともに、母子寡婦福祉資金貸付等も利用し自立に向

けての活動が円滑に行えるよう経済的支援を推進します。

４） 養育費の確保

ひとり親世帯の児童が養育費を確保できるよう、法律相談による支援体制を整備すると

ともに、養育費についての啓発を推進します。

５） 相談機能や情報提供の充実

区役所窓口における全般的相談のほか、電話等による相談を充実するとともに、母子寡

婦福祉資金貸付やその他の支援制度・サービスを利用しやすくするために、積極的に情報

提供する等相談機能・情報提供の支援体制を推進します。

６） 児童自身へのサポート

ひとり親世帯の児童が気軽に相談できるよう、ひとり親世帯に理解のある相談員による

相談を推進します。

また中学生等の悩み軽減等のために、大学生ボランティアによる訪問援助を推進します

（再掲 。）
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Ⅳ 支援の具体的計画

１ 子育てや生活の支援
経費負担区分

国 県 市
１）子育ての支援

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

未就学児のいる世帯が、安心

して就労・求職活動等が行えるよ 実施 推進 → → → －保育所への優先 ○ ○
う、保育所入所時の優先度をアッ入所
プします。

国 県 市
２）中学生等への支援

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

ひとり親家庭の中学生等に大

学生のボランティアを派遣し、孤 推進 拡充 推進 → → －児童訪問援助事 ○ ○
立感や悩みの軽減を図ります。 ＊業の実施

＊ これまで、夏休み期間中に実施していましたが、期間を延長し通年化を目指します。

国 県 市
３）疾病等緊急時や就職活動時等の支援

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

疾病等緊急時や就職活動時等

○ ○ ○日常生活支援事 に家庭生活支援員を派遣し、生活 推進 拡充 推進 → →

の安定を図ります。 ＊業の実施

＊ 所得制限を廃止（自己負担は有）し、緊急時の円滑な対応を進めます。

国 県 市
４）公営住宅の積極的活用の推進

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

市営住宅申込時の当選率を一

般より優遇し、入居しやすくしま 推進 → → → → －市営住宅入居時 ○ ○
す。の優遇
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経費負担区分

国 県 市
５）民間住宅入居への支援

－ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

保証人等の問題で民間住宅に

入居が困難な場合に、円滑に入居 検討 実施 推進 → → －民間住宅へのあ ○ ○
できるしくみを整備します。んしん入居(仮称)

国 県 市

○ － ○６）母子生活支援施設

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

、援助を必要とする母子世帯が

安心して自立に向けた生活を営め 推進 → → 拡充 推進 － －母子生活支援施 ○
るよう、母子生活支援施設を運営 ＊設の運営と環境
するとともに、その環境を改善し整備
ます。

＊ 母子生活支援施設が１か所整備されます。

２ 就業の支援
国 県 市

１）母子家庭自立支援給付金事業の実施
○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

就労に役立つ講座の受講料の自立支援教育訓
４０％を補助し、就業をより効果 検討 実施 推進 → → －練給付金事業の ○ －
的に促進します。実施
（所得制限があります ）。

国 県 市

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

就労に役立つ資格の修業期間

(２年以上)の最後の１／３に生活 検討 実施 推進 → → － －高等技能訓練促 ○
費を補助し、就業をより効果的に進事業の実施
促進します。
（所得制限があります ）。
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経費負担区分

国 県 市
２）母子家庭等就業・自立支援センター事業の実施

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

行政機関及び民間等から寄せ

○ － ○就職情報の提供 られた就職情報を提供します。 検討 実施 推進 → →

国 県 市

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

就職に結びつく技能講座を開

○ － ○就職支援講座の 催し、修了者には就業支援を実施 検討 実施 推進 → →

します。実施と就業支援
（所得制限があります ）。

国 県 市

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

就職時の基礎的知識や心構え

○ ○就職支援セミナ を習得するセミナーを実施し、円 検討 実施 推進 → → －

滑な就職を図ります。ーの実施
（所得制限があります ）。

国 県 市
３）支援体制の整備

－ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

求人情報の迅速・円滑な提供

○ ○ハローワークと と、効果的な指導が受けられるよ 検討 実施 → → 推進 －

う、ハローワークとの連携を強化の連携強化と雇
します。また雇用の促進について用の促進
も検討していきます。
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経費負担区分３ 自立に向けての経済的支援
国 県 市

１）基本的生活の支援
○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

父母の離別、父の死亡等によ

り児童を養育している母等に支給 推進 → → → → －児童扶養手当 ○ －
します。
※平成２０年度から、支給認定後５年経

）。過者は減額 ３歳未満児は３（ 歳到達後

（所得制限があります ）。

国 県 市

－ ○ ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

ひとり親世帯等の方が病院等

で受診した時、窓口で支払う自己 推進 → → → → －ひとり親家庭等 ○ ○
負担額を助成します。医療費助成
※対象は児童扶養手当対象者に準拠

（所得制限があります ）。

国 県 市
２）生活の安定と向上のための貸付

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

技能修得資金や修学資金等を母子寡婦福祉資
無利子又は低利で貸付ます。 推進 → → → → － ○金貸付 ○

４ 養育費の確保
国 県 市

１）養育費の取り決めの推進
○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

養育費の取り決めにつき、弁護

士による法律相談を実施し、養育 推進 拡充 推進 → → － －法律相談の実施 ○
費の確保を図ります。 ＊

＊ 従来月１回実施していたものを月２回とします。
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経費負担区分

国 県 市
２）養育費についての啓発

－ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

養育費の負担は、児童の親とし

て当然の義務であること等を啓発 検討 実施 推進 → → －養育費について ○ ○
していきます。の啓発

５ 相談機能や情報提供の充実
国 県 市

１）区役所窓口の充実
－ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

区役所サービス課窓口での全

○ ○ ○区役所窓口の充 般的相談・情報提供の他、福祉制 推進 → → → →

度案内を充実し、利用の促進を図実
ります。

国 県 市
２）相談機能の充実

○ － ○
＊＊一部のみ

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

ひとり親家庭等の生活全般に

○ ○ ○日常生活相談の つき、電話及び窓口において、相 推進 拡充 推進 → →

談の実施や、情報の提供を行いま ＊実施
す。

＊ これまで昼間の時間帯に実施していたものを、夜間の時間帯に延長もします。

国 県 市
３）支援者の専門性の向上

○ － ○
＊＊一部のみ

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

ひとり親世帯の相談全般に対

○ ○ ○支援者研修の実 応出来るよう、支援者に研修を実 推進 充実 推進 → →

施し、専門性の向上を図ります。施
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経費負担区分

国 県 市
４）関係機関の連携

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

ひとり親世帯支援に関係する

○ ○ ○関係者連絡会の 機関･団体等が定期的に連絡会を 推進 充実 推進 → →

開催し、支援の充実を図ります。開催

６ 児童自身へのサポート
国 県 市

１）児童悩み事相談
－ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

日常生活相談において、ひと

り親世帯に理解のある相談員が、 推進 → → → → －ひとり親子ども ○ ○
児童からの様々な相談に応じま相談の実施
す。

国 県 市
２）中学生等への支援（再掲）

○ － ○

母 父 寡15 16 17 18 19
項 目 内 容

子 子 婦年度 年度 年度 年度 年度

ひとり親家庭の中学生等に大

学生のボランティアを派遣し、孤 推進 拡充 推進 → → －児童訪問援助事 ○ ○
立感や悩みの軽減を図ります。 ＊業の実施

＊ これまで、夏休み期間中に実施していましたが、期間を延長し通年化を目指します。
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【横浜市母子家庭等自立支援計画策定連絡会】名簿

■ 委 員

所 属 役 職 氏 名

理事長 佐藤 芳子

１ (財)横浜市母子寡婦福祉会 理事 有路 由紀子

事務局長 平田 侑

２ (財)横浜市女性協会 フォーラムよこはま 事業国際課長 納米 恵美子

３ 民生委員児童委員協議会 理事 山口 陽子(緑区民生委員児童委員協議会会長)

４ (社福)横浜市社会福祉協議会 地域活動部長 小嶋 正夫

５ 母子生活支援施設 カサ・デ・サンタマリア施設長 宮下 慧子

６ 母子等支援ＮＰＯ ＮＰＯたすけあいゆい 理事長 濱田 静江

横浜公共職業安定所
７ 公共職業安定所 大槻 信次

職業相談第三部門 統括職業指導官

８ 区福祉保健センターサービス課 港南区サービス課担当課長 村田 和義

９ 市民局職業訓練課 職業訓練課長 成田 拓夫（横浜市中央職業訓練校）

10 建築局住宅政策課 住宅政策課長 平野 壽幸

11 福祉局企画課 企画課長 鯉渕 信也

子育て支援事業本部
12 放課後児童育成課長 橋本 康正

放課後児童育成課

13 福祉局児童家庭課 児童家庭課長 中村 香織

■ 顧問

福祉局児童福祉部 児童福祉部長 千田 清明

■ 事務局

福祉局児童家庭課 児童家庭係長 大庭 充男

担当 深見 和夫




